











































































































































































































































































































































































































































































「留保金税（AET=Accumulated earnings tax）」と「人的所有会社税（PHC 





























条の９の６～66条の９の８）という。〕を導入している。See, “U.S. Shareholders of 
Foreign Corporations,” 2013 U.S. Master Tax Guide （CCH, 2013） at 832 et seq.； Robert 






























必要であるとする考え方も、この税制を正当化する根拠とされる。See, CCH, Federal 























（17）　See, Timothy R. Koski（ed.）, Taxation of Business Entities （South-Western Federal 




















































有限責任 有限責任 有限責任 無限責任


















（18）　See, CCH, 2013 U.S. Master Tax Guide （CCH, 2013） at 177 et seq.　なお、本稿では、
字数の関係上、LLC課税について詳細に論じる余裕はない。実務的は取扱として詳し






































得税申告書〔様式（Form 1120：U.S. Corporation Income Tax Return）〕
に、別表Ｍ－１〔帳簿上の利益（費用）と申告上の所得との調整／
Schedule Ｍ－１（Reconciliation of income （loss） per Books with income per 
Return）〕、別表Ｍ－２〔帳簿上の特定用途に充当されていない留保の表示
















（20）　See, Linda M. Johnson, “Essentials of Federal Income Taxation For Individuals and 






























































0 50,000 0 ＋ 15％ × 課税所得
50,000 75,000 7,500 ＋ 25％ × 50,000超の額
75,000 100,000 13,750 ＋ 34％ × 75,000超の額
100,000 335,000 22,250 ＋ 39％ × 100,000超の額
335,000 10,000,000 113,900 ＋ 34％ × 335,000超の額
10,000,000 15,000,000 3,400,000 ＋ 35％ × 10,000,000超の額
15,000,000 18,333,333 5,150,000 ＋ 38％ × 15,000,000超の額
18,333,333 --- ＋ 35％ × 課税所得







































は、「留保金税（AET=Accumulated earnings tax）」（IRC 531～537条）と





















































最高税率〕で賦課課税できる。ただし、2003年改正税法（Jobs and Tax 







































必要性（reasonable business needs）」を超えた留保金（accumulated 
earnings）の額が課税対象となる。
・ AETは、法人の株主の数に関係なく適用される。言い換えると、AET







































































課税所得（Taxable income） ＄×××, ×××　
　　⊕⊖調整項目（Adjustments） ××, ×××　
 ――――――――――
調整課税所得（Adjusted taxable income） ＄×× , ×××　
　⊖受取配当金控除（Dividends-paid deduction） 〔×× , ×××〕
　⊖留保金控除（Accumulated earnings credit） 〔×× , ×××〕
 ――――――――――
留保課税所得（Accumulated taxable income） ＄××, ×××　
留保金税率（Accumulated earnings tax rate） 20％　
 ――――――――――













⊖ ① 連邦法人所得税／戦時利潤超過税等（Federal corporate income 
taxes etc.・IRC 535条ｂ項１号）
⊖ ② 公益寄附金（Charitable contributions・IRC 535条ｂ項２号）
⊕ ③ 特定の公共事業会社等が発行する優先株式等からの受取配当金
（Special deduction disallowed・IRC 535条ｂ項３号）
⊕ ④欠損金控除額（Net operating loss・IRC 535条ｂ項４号）
⊖ ⑤ 特定の純キャピタル・ロス（Net capital losses・IRC 535条ｂ項
５号）
⊖ ⑥ 特定の純キャピタル・ゲイン（Net capital gains・IRC 535条ｂ項
６号）
⊖ ⑦ 資 産 損 失 の 繰 戻 ま た は 繰 越 額（Capital loss carryback or 
carryovers・IRC 535条ｂ項７号）
























定金額を総所得に加算するための株主の同意（Consent of Shareholder to 







Claim for Deduction for Consent Dividends）〕と株主から提出があった
様式972を添付して、「支払配当金控除」の一環として「同意配当金控

























を使用すべきであるとの指摘がなされている。See, Sally M. Jones et al.,  Principles of 


























（24）　See, J.H. Rutter Rex Mfg. Company Inc., v.  Commissioner of IRS, 853 F.2d 1275 at 
1285 （1988）.
（25）　See, J.S. Ball & B.H. Furtick, “Tax Law： Defining the Accumulated Earning Tax 
























（26）　See, Commissioner v. Acker, 361 U. S. 87, 361 U. S. 91 （1959）; Ivan Allen Co. v. 
























（27）　いわゆる「バーダハール基準（Bardahl formula）」である。See, Bardahl Mfg. Corp. 
v. Commissioner, T.C. Memo 1965-200 （1997）.
（28）　See, e.g., J.H. Rutter Rex Mfg. Co., Inc. v. Commissioner, 853 F.2d 1275 （5th Cir. 



























（29）　See, e.g.,  Empire Steel Castings v. Commissioner, T.C. Memo 1974-34 （1974）.


























も多い。詳しくは、See, Kamran Idrees, “When Do Tax Deficiencies Actually Accrue? 














































（32）　See, 2013 U.S. Master Tax Guide （CCH, 2013） at 560 et seq.  もっとも、個人に課さ
れる AMTについては、所得計算にあたり項目別控除（必要経費等の実額控除）を選
択する場合には（non-itemizers）一般的な個人納税者にも適用されるケースが急増
し、過重であるとの理由から見直しも検討されている。See, Brian L. O'Shaughnessy, 





（34）　See, David Elkins, “Horizontal Equity as a Principle of Tax Theory,” 24 Yale L. & Pol’y 
Rev. 43 （2006）.
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（35）　伝統的な政府の経済政策では、金融政策、財政政策、租税政策が柱である。しか
し、デフレ脱却を掲げるアベノミクスでは、租税政策に代え成長戦略を一つの矢に据
えた。言い換えると、アベノミクスで、租税政策を矢の一つに据えるのを止めた。こ
れは、景気対策の租税政策というと「家計（個人）への減税」を検討せざるをえな
くなるからであろう。「家
・ ・
計（個
・ ・
人）に増
・ ・
税、企
・ ・
業に減
・ ・
税」を貫くには、租税政策で
はなく、「税制改正」で臨むのがベターとの読みがあるのかも知れない。アベノミク
スでの個人増税は過重である。まず、東日本大震災からの復興財源確保のため、復興
財源確保法に基づき、３種の復興特別税が実施された。１つは「復興特別所得税」
で、臨時増税とはいうものの、実質は “恒久増税”である。2013年から37年まで実に
25年間、通常の所得税額に2.1％上乗せして課税する。２つ目は「復興特別法人税」
である。これについては、法人税の実効税率をいったん５％引き下げたうえで、13
年４月１日以後に開始する事業年度から３年間だけ、法人税額に10％上乗せして課
税する（もっとも、復興特別法人税は１年で廃止の方向である。）。３つ目は「個人住
民税の増税」。個人住民税の均等割を14年から10年間、年1,000円を増額徴収する。こ
のように、復興特別税の負担は、法人には軽く、庶民（個人）に重い。この復興特別
税で組んだ復興予算の被災目的外流用などが多発、不透明な使途で重税にあえぐ庶民
の気持ちを逆なでしている。会計検査院「会計検査院法第30条の３の規定に基づく
報告書：東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況等に関する会計検査の結
果について」（2012年10月25日）。Available at： http://report.jbaudit.go.jp/org/h23/
YOUSEI9/2011-h23-10000-0.htm 加えて、消費税は、2014年４月から８％に、15年の
10月から10％に引上げの方向である。また、最高税率も、所得税では40％から45％
に、相続税では55％から55％に引上げられる。わが国では政治が、役所が引いた「庶
民（個人）に重税」路線をひた走りの状況である。「大きな政府」のアベノミクスで
は、国土強靭化とかを旗印に公共工事へ大盤振る舞いである。個人に過重な税負担を
強いる一方で、「企業に減税」で、法人税率引下げに加え投資減税の拡大など課税ベー
スを侵食する姿勢が続く。大企業は、自らに傾斜的に恩典を及ぼす各種の租税特別措
置（租特）を享受し実質的な税負担をますます低める一方で、従業者や株主への還元
度を高めることには概して消極的である。こうした大企業に対し留保金課税の適用も
ない現状では、ますます無税の内部留保の積立を加速される可能性も強い。この点、
アメリカ税制では、直接税中心主義を貫徹し、国レベルでの一般消費税（VAT／付加
価値税）は導入していない。しかも、法人は、個人と同様に超過累進税率による課税
を受け、内部留保金課税や代替ミニマム税（AMT）などで “不公平税制”に対応する
ことで、“応能負担原則（ability-to-pay principal）”の基本を維持している。まさに、わ
が国の現状は、“税高くして、民ほろぶ”の実情にあり、「租税正義（tax justice）とは
何か」が問われている。いかに法人実効税率を引下げ、企業に傾斜するかたちで投資
減税などを充実させたところで、個人への重税化の動き、過重な政府規制、民営化の
不徹底、不透明な企業経営環境、地域言語（日本語）などの非関税障壁を嫌って、に
わかには外国企業はわが国には進出してこないのではないか。
に立ち返って精査する必要がある（35）。「留保金課税」のあり方を精査する
にあたっても同じである。アメリカの留保金課税を論じた本稿が一助とな
れば幸いである。
（本学法学部・法科大学院兼担教員）
